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�愛媛県告示第１０４２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０４３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定により、指定居宅サービス事業者から次のとおり指定居宅サービス事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０４４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定により、指定居宅介護支援事業者から次のとおり指定居宅介護支援事業を廃止

する旨の届出があった。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社コンフォルト ヘルパーステーションコンフォール 愛媛県東温市志津川甲７７３番地 平成２５年８月１日 訪問介護

株式会社コンフォルト デイサービスコンフォール 愛媛県東温市志津川甲７７３番地 平成２５年８月１日 通所介護

有限会社キャンパス スポーツデイたんばら 愛媛県西条市丹原町願連寺１９６番地６ 平成２５年８月６日 通所介護

株式会社香寿 デイサービス香寿 愛媛県大洲市常磐町字西側１２番地３ 平成２５年８月２１日 通所介護

一般社団法人在宅ケアサポートゆらり 訪問看護ステーションゆらり 愛媛県宇和島市保手五丁目１番１６号 平成２５年８月２３日 訪問看護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社コンフォルト ヘルパーステーションコンフォール 愛媛県東温市志津川甲７７３番地 平成２５年８月１日 介護予防訪問介護

株式会社コンフォルト デイサービスコンフォール 愛媛県東温市志津川甲７７３番地 平成２５年８月１日 介護予防通所介護

有限会社キャンパス スポーツデイたんばら 愛媛県西条市丹原町願連寺１９６番地６ 平成２５年８月６日 介護予防通所介護

株式会社香寿 デイサービス香寿 愛媛県大洲市常磐町字西側１２番地３ 平成２５年８月２１日 介護予防通所介護

一般社団法人在宅ケアサポートゆらり 訪問看護ステーションゆらり 愛媛県宇和島市保手五丁目１番１６号 平成２５年８月２３日 介護予防訪問看護

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

アースサポート株式会社 アースサポート今治 愛媛県今治市北日吉町一丁目１７番５号 平成２５年８月３１日 訪問入浴介護

指定居宅介護支援事業者の名称
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

廃止年月日 サービスの種類
名 称 所 在 地

医療法人橘医院 居宅介護支援事業所橘 愛媛県伊予市灘町１３６番地の３ 平成２５年８月２７日 居宅介護支援

愛 媛 県 報平成２５年９月２０日 第２５０６号

７１０
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�愛媛県告示第１０４６号
保安林の指定施業要件を変更する旨の通知（平成２５年８月２日愛

媛県告示第９００号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であ

るので、森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、そ

の通知の内容を鬼北町役場の掲示場に掲示するとともに、次のとお

りその要旨を告示する。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び不分明又

は所在が不分明である通知の相手方

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

北宇和郡鬼北町大字日向
谷２０５５

高知県高岡郡梼原町梼原東１３
８７番地
高 橋 昭 介

森林所有者

北宇和郡鬼北町大字日向
谷２０６１

北宇和郡日吉村大字父野川乙
１７２０番地
山 本 種 季

〃

北宇和郡鬼北町大字日向
谷２０７４

北宇和郡日吉村大字日向谷甲
８３５番地１
浜 名 一

〃

北宇和郡鬼北町大字日向
谷２０７４

北宇和郡日吉村大字日向谷甲
８３９番地
木 下 愛 明

〃

北宇和郡鬼北町大字日向
谷２０７４

東宇和郡宇和町大字鬼窪１番
耕地２７０番地
竹 田 裕 輔

〃

２ 保安林として指定された目的

干害の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び鬼北

町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１０４７号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び保安林と

して指定された目的

昭和５０年３月１３日農林省告示第２７１号

２ 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び四国

中央市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１０４８号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、大洲市長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量

２ 作業期間 平成２５年１０月１日から

平成２６年３月３１日まで

３ 作業地域 大洲市路線価区域

�������
�愛媛県告示第１０４９号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、国土交通省四国地方整備局吉野川ダム

統合管理事務所長から次のとおり公共測量が終了した旨の通知があ

った。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（基準点測量）

２ 作業期間 平成２５年７月２５日から

８月３０日まで

３ 作業地域 四国中央市金砂町

�愛媛県告示第１０４５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５第２項の規定により、指定介護予防サービス事業者から次のとおり指定介護予防サービ

ス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０５０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
廃止年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

アースサポート株式会社 アースサポート今治 愛媛県今治市北日吉町一丁目１７番５号 平成２５年８月３１日 介護予防訪問入浴
介護

愛 媛 県 報平成２５年９月２０日 第２５０６号

７１１
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平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２３）第１０３３１号 平成２３年
１１月２日 共和電気商会 森実 芳郎 四国中央市三島金子２－

５－１
平成２５年
８月８日

電気工事業
消防施設工事業 建設業の廃止

（般－２４）第８１８６号 平成２４年
４月８日 �太陽建設 山内 智代 新居浜市大生院４２２ 平成２５年

８月２０日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２５）第１５３８７号 平成２５年
８月２６日 �オフィス陽勇 合田 哲夫 新居浜市磯浦町１８－７３ 平成２５年

８月２３日 防水工事業 建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大三島環状線
今治市大三島町宗方７０７９番３から

同町宗方６７９５番２まで

旧 ６．３～２８．２ ０．１８９

新 １２．０～７７．１ ０．１８９

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 波方環状線
今治市波方町波方字石持甲１５７１番５から

同字甲１６０９番２３まで

旧 ５．０～１１．０ ０．１６３

新 １０．０～１６．１ ０．１６３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 波方環状線
今治市波方町波方字石持甲１５７１番５から

同字甲１６０９番２３まで
平成２５年９月２０日

愛 媛 県 報平成２５年９月２０日 第２５０６号

７１２
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�愛媛県告示第１０５５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年９月２０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�愛媛県告示第１０５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１０５８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 伯方島環状線
今治市伯方町木浦字池田甲１１７３番５から

同字甲１２００番２まで
平成２５年９月２０日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２５中局建（開）第２５号

平成２５年９月１２日

伊予郡松前町大字筒井字江川下塩新畑１３０２番１、１３０３番１、１３０４番１、１３

１３番１、１３１３番３

伊予郡松前町大字筒井６３１番地

松前町長 白 石 勝 也

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島城辺線
南宇和郡愛南町僧都９００番２から

同町僧都９３６番２まで

旧 ３．４～６．７ ０．３７５

新 ４．４～４９．３ ０．３７５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
大洲市菅田町宇津字並柳甲２６９番８から

同字並柳甲２８０番４まで

旧 ８．５～１６．０ ０．０９４

新 ９．０～１６．０ ０．０９４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号
大洲市菅田町宇津字並柳甲２６９番８から

同字並柳甲２８０番４まで
平成２５年９月２０日

愛 媛 県 報平成２５年９月２０日 第２５０６号
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第７３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２５年９月２０日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１８２，２３５

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，６４５

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４７，７８０

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年９月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年９月３日
特定非営利活動法人
Ｓｕｐｐｏｒｔ Ｃｌｕｂ マ
ツヤマ

宇都宮 克 仁 松山市小栗３丁目５番３５号
この法人は、広く一般市民に対し、安心して地
域生活を送れるよう、更生保護事業、社会福祉
事業等ハンディーキャップを持った方々に関す
る事業を行うとともに、啓発活動により社会的
偏見の改善や子どもの健全な育成を図り、あわ
せてまちづくりの推進や公益的活動を行う団体
との連携等による差別のない豊かで安全な社会
を目指した活動を行い、もって、公益の増進に
寄与することを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年９月９日 特定非営利活動法人
愛媛県子ども自立支援センター 丹 下 晴 喜 松山市本町６丁目６番７号ロータ

リー本町３０５号
この法人は、義務教育終了後、児童養護施設を
退所した等、社会に出て自立しなければならな
い子どもや、さまざまな事情で家庭から離れて
自立しなければならない子ども、施設で暮らせ
ない子どもに対して、子どもの自立を支援する
居場所作りを行い、もって子供の権利条約が保
障する子どもの諸権利を実現するための社会基
盤作りに寄与することを目的とする。

南 宇 和 郡 ２０，６１２ ６，８７１

松山市・上浮穴郡 ４２９，１５３ １３８，１９３

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４５，１２１ ４８，３７４

宇和島市・北宇和郡 ８３，１３０ ２７，７１０

八幡浜市・西宇和郡 ４１，３２５ １３，７７５

新 居 浜 市 １０１，４５３ ３３，８１８

西 条 市 ９２，７０５ ３０，９０２

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５４，０７８ １８，０２６

伊 予 市 ３２，００６ １０，６６９

四 国 中 央 市 ７５，４７４ ２５，１５８

西 予 市 ３５，４９８ １１，８３３

東 温 市 ２８，０１４ ９，３３８

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，６６６ １４，５５６

愛 媛 県 報平成２５年９月２０日 第２５０６号
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�愛媛県選挙管理委員会告示第７６号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成２５年９月２０日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第７４号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成２５年９月２０日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第７５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２５年９月２０日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日 備 考
代 表 者 会 計 責 任 者

岡田教人後援会 木 田 啓 一 片 山 雄 紀 松山市道後緑台３－６ 平成２５年８月９日

清水ひろし後援会 井 関 和 彦 山 下 勝 利 大洲市徳森２４８ 平成２５年８月１４日

土居通興後援会 土 居 通 興 酒 井 柾 宇和島市広小路２－１０ 平成２５年８月１９日

うわじまいけんやないの会 赤 松 傳 雄 宮 本 文 晴 宇和島市祝森甲１６８７－２３ 平成２５年８月２６日

政治団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

日本維新の会衆議院愛媛
県第２選挙区支部 会 計 責 任 者 稲 見 義 夫 板 倉 広 透 平成２５年８月１日 政党の支部

高橋英行後援会 主たる事務所の所在地 八幡浜市１５５７－１ 八幡浜市沖新田１５２６－２６ 平成２５年８月６日

自由民主党愛媛県ときわ
会支部 代 表 者 上 田 廣 章 田 邉 享 二 平成２５年８月８日 政党の支部

会 計 責 任 者 竹 原 義 隆 中 村 勝 弘

民主党愛媛県総支部連合
会 代 表 者 都 築 旦 永 江 孝 子 平成２５年８月２６日 政党の支部

福島あきのり後援会 主たる事務所の所在地 宇和島市佐伯町二丁目２－４０ 宇和島市佐伯町二丁目２－４２ 平成２５年８月２７日

代 表 者 下 田 哲 宮 出 宗 一

会 計 責 任 者 太 田 政 伸 浅 野 哲 男

脇田達矢後援会 代 表 者 松 本 明 義 松 本 安 司 平成２５年８月２９日

清 水 正 治 後 援 会 清 水 正 治 平成２５年８月２８日

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

上 沖 教 一 後 援 会 丸 山 淳 平成２５年４月１３日

稲 田 て る ひ ろ 後 援 会 稲 田 輝 宏 平成２５年８月１日

愛 媛 県 報平成２５年９月２０日 第２５０６号

７１５
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公営企業告示
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�愛媛県選挙管理委員会告示第７７号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。

平成２５年９月２０日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第７８号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体の解散の届出があった。

平成２５年９月２０日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第７９号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２５年９月２０日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県公営企業告示第９号
次のとおり落札者を決定した。

平成２５年９月２０日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

�愛媛県公営企業告示第１０号
次のとおり落札者を決定した。

平成２５年９月２０日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

資金管理団体の
届出をした者の
氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 代表者の氏名 届 出 年 月 日

土 居 通 興 宇和島市長 土居通興後援会 宇和島市広小路２－１０ 土 居 通 興 平成２５年８月１９日

届出をした者の
氏名 公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

資金管理団体で
なくなった旨の
届出年月日

備 考

清 水 正 治 八幡浜市議会議員 清水正治後援会 八幡浜市保内町川之石４－１
－１ 清 水 正 治 平成２５年８月２８日

資金管理団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

高橋英行後援会 主たる事務所の所在地 八幡浜市１５５７－１ 八幡浜市沖新田１５２６－２６ 平成２５年８月６日

井原たくみ後援会 公 職 の 種 類 参議院議員 四国中央市長 平成２５年８月２３日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

人工心肺装置の購入 １式
（愛媛県立新居浜病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２５年９月９日

株式会社シーメック松
山営業所
愛媛県松山市北井門２
丁目１２－７ エシャン
ジゥル１０５

５５，１２５，０００円 一般競争入札 平成２５年７月２６日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

血管連続撮影装置の借入れ １式
（月額賃借料／愛媛県立新居浜病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２５年９月９日

株式会社自治体病院共
済会
東京都千代田区紀尾井
町３番２７号（剛堂会館
内）

４，１８３，４１０円 一般競争入札 平成２５年７月２６日

愛 媛 県 報平成２５年９月２０日 第２５０６号

７１６



雑 報

�公 告

地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第３４条第４項の規定に基づき、公立大学法人愛媛県立医療技術大学の平成２４年度に係る財

務諸表について、次のとおり公告する。

平成２５年９月２０日

公立大学法人愛媛県立医療技術大学

理事長 井 出 利 憲

愛 媛 県 報平成２５年９月２０日 第２５０６号

７１７



勘 定 科 目 金 額

資産の部
� 固定資産
１ 有形固定資産

建物 １，２８８，２６５，０００
建物減価償却累計額 △１４１，０８４，３６５ １，１４７，１８０，６３５
構築物 ７，０８７，５００
構築物減価償却累計額 △１，１４１，８７５ ５，９４５，６２５
工具器具備品 ９７，２９８，２２７
工具器具備品減価償却累計額 △３６，７０４，１７３ ６０，５９４，０５４

図書 ２８３，２７０，４９９
有形固定資産合計 １，４９６，９９０，８１３

２ 無形固定資産
ソフトウェア ５，０４２，１４０
電話加入権 １８，０００
無形固定資産合計 ５，０６０，１４０

固定資産合計 １，５０２，０５０，９５３
� 流動資産

現金及び預金 ２７５，１１３，８１７
未収入金 ９，８５８，９８７
たな卸資産 ７７４，８５６
前払費用 ９９５，１４５

流動資産合計 ２８６，７４２，８０５
資産合計 １，７８８，７９３，７５８

負債の部
� 固定負債
１ 資産見返負債

資産見返運営費交付金等 ３０，８８７，６１４
資産見返補助金等 １１，２５５，２５５
資産見返寄附金 ８，３２９，８７５
資産見返物品受贈額 ２７１，５１８，２８５ ３２１，９９１，０２９

２ 長期リース債務 ２３，２１６，２６５ ２３，２１６，２６５
固定負債合計 ３４５，２０７，２９４

� 流動負債
運営費交付金債務 １９，３２８，７３１
寄附金債務 ４，５４３，３４０
前受受託研究費等 １，９２８，２４０
未払金 ６５，８９１，６７２
リース債務 １３，２５５，１８４
未払費用 １３，０７４，５７５
預り科学研究費補助金 ３，４６９，４８８
預り金 ３，３７３，２４３

流動負債合計 １２４，８６４，４７３
負債合計 ４７０，０７１，７６７

純資産の部
� 資本金

地方公共団体出資金 １，２８５，０１０，０００
資本金合計 １，２８５，０１０，０００

� 資本剰余金
資本剰余金 １８，０００
損益外減価償却累計額（△） △１４０，８４８，８１２

資本剰余金合計 △１４０，８３０，８１２
� 利益剰余金
教育研究の質の向上並びに組織運
営及び施設整備の改善積立金 ４９，３３３，８２１
積立金 ８０，１８６，０９１
当期未処分利益 ４５，０２２，８９１
（うち当期総利益 ４５，０２２，８９１）

利益剰余金合計 １７４，５４２，８０３
純資産合計 １，３１８，７２１，９９１
負債純資産合計 １，７８８，７９３，７５８

貸 借 対 照 表
（平成２５年３月３１日）

【単位：円】
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勘 定 科 目 金 額

経常費用
業務費
教育経費 ５９，５４９，２８９
研究経費 ３０，４２３，１３９
教育研究支援経費 ２６，２７７，３００
役員人件費 ３８，８６４，５５４
教員人件費 ５３６，９３３，４０４
職員人件費 １１１，１５４，２９１ ８０３，２０１，９７７
一般管理費 ６５，８１３，２１４
財務費用
支払利息 ６３３，１７７ ６３３，１７７

経常費用合計 ８６９，６４８，３６８

経常収益
運営費交付金収益 ６４４，６２２，９０３
授業料収益 １８３，５１１，５００
入学金収益 ３５，７２９，４００
検定料収益 ６，７４９，０００
寄附金収益 ２，２０８，０２８
補助金等収益 １，６４９，０８８
資産見返負債戻入
資産見返運営費交付金等戻入 ２，３９７，６９３
資産見返寄附金戻入 ６６５，４９０
資産見返補助金等戻入 １，３３６，０５８
資産見返物品受贈額戻入 １５，７０８，８５０ ２０，１０８，０９１
財務収益
受取利息 ７７，５７０ ７７，５７０
雑益
財産貸付料収益 ２０９，６４０
手数料収入 ５１，５００
物品等売払収入 ６４４，６２２
雑益 ５，１０９，９１７ ６，０１５，６７９

経常収益合計 ９００，６７１，２５９

経常利益 ３１，０２２，８９１

当期純利益 ３１，０２２，８９１

目的積立金取崩額 １４，０００，０００

当期総利益 ４５，０２２，８９１

損 益 計 算 書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

【単位：円】
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区 分 金 額

� 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △９０，０４８，５７２
人件費支出 △６４２，０２３，２１１
その他の業務支出 △６２，７３２，９６８
運営費交付金収入 ６６５，２０６，６１２
授業料収入 １８２，１７２，０００
入学金収入 ３５，７２９，４００
検定料収入 ６，７４９，０００
受託事業等収入 ２，２３９，７４３
寄附金収入 ５，３７５，０００
補助金収入 ４，６３２，０００
その他の収入 ５，９９６，７２０
小計 １１３，２９５，７２４

業務活動によるキャッシュ・フロー １１３，２９５，７２４

� 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △４５，０００，０００
定期預金の払戻しによる収入 １７，４９２，４６４
有形固定資産の取得による支出 △２５，０７５，３７２
小計 △５２，５８２，９０８

利息の受取額 ７７，５７０
投資活動によるキャッシュ・フロー △５２，５０５，３３８

� 財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △１３，０７８，６９２
小計 △１３，０７８，６９２

利息の支払額 △６１７，５０８
財務活動によるキャッシュ・フロー △１３，６９６，２００

� 資金増加額 ４７，０９４，１８６

� 資金期首残高 １８３，０１９，６３１

� 資金期末残高 ２３０，１１３，８１７

キャッシュ・フロー計算書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

【単位：円】
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勘 定 科 目 金 額

� 当期未処分利益 ４５，０２２，８９１
当期総利益 ４５，０２２，８９１

� 利益処分額
積立金 １４，２２５，７２４
地方独立行政法人法第４０条第３項により設立団体の長の承
認を受けた額
（教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設整備の改善
積立金）

３０，７９７，１６７ ４５，０２２，８９１

利益の処分に関する書類
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

【単位：円】
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勘 定 科 目 金 額

� 業務費用
� 損益計算書上の費用

業務費 ８０３，２０１，９７７
一般管理費 ６５，８１３，２１４
財務費用 ６３３，１７７ ８６９，６４８，３６８

� （控除）自己収入等
授業料収益 △１８３，５１１，５００
入学金収益 △３５，７２９，４００
検定料収益 △６，７４９，０００
寄附金収益 △２，２０８，０２８
資産見返寄附金戻入 △６６５，４９０
財務収益 △７７，５７０
雑益 △１，５７５，６７９ △２３０，５１６，６６７

業務費用合計 ６３９，１３１，７０１

� 損益外減価償却相当額 ４６，９４９，６０４

� 引当外賞与増加見積額 ２，５５０，０６１

� 引当外退職給付増加見積額 ２７，３８７，１９５

� 機会費用
国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料によ
る賃借取引の機会費用 ８４，１３５，１２５
地方公共団体出資の機会費用 ９，０４３，４８０ ９３，１７８，６０５

� 行政サービス実施コスト ８０９，１９７，１６６

行政サービス実施コスト計算書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

【単位：円】
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注 記
� 重要な会計方針

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

期間進行基準を採用しています。

なお、退職一時金及び派遣職員人件費については費用進行基準を採用しています。

２．減価償却の会計処理方法

� 有形固定資産

定額法を採用しています。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし、県から承継した固定資産については承継時の残存耐用年数で減価償却し

ています。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 １１年～２７年

構築物 １０年

工具器具備品 １年～５年

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８５）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金

から控除して表示しています。

� 無形固定資産

定額法を採用しています。

なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいています。

３．引当金の計上基準

� 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

賞与一時金については、運営費交付金により財源措置されているため、賞与に係る引当金は計上していません。

なお、職員に支給する賞与のうち、翌期の運営費交付金により財源措置されるものについては、行政サービス実施コスト計算書に

おける引当外賞与増加見積額として、当事業年度末の支給対象期間に応じた支給見込額から前年度末の同見込額を控除した額を計上

しています。

� 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については、運営費交付金により財源措置されているため、退職給付に係る引当金は計上していません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第８７に基づき計算された

退職一時金に係る当事業年度末の引当外退職給付見積額から前事業年度末における同見積額を控除した額を計上しています。

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品について、最終仕入原価法を採用しています。

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

� 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

愛媛県から無償貸付されている土地、建物については、愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則等に基づき使用料を算定し

ています。

� 地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２４年３月３０日の利回り（０．９８５％）および１０年利付国債の平成２５年３月２９日の利回り（０．５６４％）を参考に期中

平均利回りを０．７７５％とし計算しております。

６．リース取引の会計処理

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

７．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。

� 貸借対照表注記

１．翌期の運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 ３９，１６１，５６３円

２．翌期以降の運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額 ５３２，３１８，８６５円

（愛媛県からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から除いております。）

愛 媛 県 報平成２５年９月２０日 第２５０６号
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� キャッシュ・フロー計算書注記

１．資金の期末残高の貸借対照表表示科目の内訳

現金及び預金 ２７５，１１３，８１７円

うち定期預金（控除） ４５，０００，０００円

資金期末残高 ２３０，１１３，８１７円

２．重要な非資金取引

� 現物出資の受入による固定資産の取得

なし

� 無償譲与等による固定資産の受入

なし

� ファイナンス・リースによる資産の取得

なし

� 行政サービス実施コスト計算書注記

１．引当外賞与増加見積額の中には、愛媛県からの派遣職員に係る△２２３，６０９円が含まれています。

２．引当外退職給付増加見積額の中には、愛媛県からの派遣職員に係る４６，３９１，２７２円が含まれています。

３．機会費用の内訳

機会費用はすべて設立団体（愛媛県）に係るものです。

� 金融商品に関する事項

� 金融商品の状況に関する事項

当法人の資金運用は、預金、国債、地方債、政府保証債等に限定しております。なお、現在は預金のみの運用となっており、運用先

の経営状況等の監視等を行っています。

� 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

また、重要性の乏しい科目については記載を省略しています。

【単位：円】

貸借対照表計上額（※） 時 価（※） 差 額

現金及び預金 ２７５，１１３，８１７ ２７５，１１３，８１７ ０

未払金 （６５，８９１，６７２） （６５，８９１，６７２） （０）

リース債務 （３６，４７１，４４９） （３６，５７４，３７３） １０２，９２４

※負債に計上されているものは、（ ）で示しています。

（注）金融商品の時価の算定方法

現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっています。

未払金

未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっています。

リース債務

リース債務の時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す

る方法により算定しています。

� 賃貸等不動産の時価等の開示に関する事項

該当事項はありません。

� 重要な債務負担行為

該当事項はありません。

Ⅷ 重要な後発事項

該当事項はありません。

愛 媛 県 報平成２５年９月２０日 第２５０６号
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附 属 明 細 書
� 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（第８５「特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第８８資産除去債務に係る特定の除去

費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

【単位：円】

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 差 引

当期末残高
摘要

当期償却額

有形固定資産
（特定償却資
産）

建物 １，２８５，０１０，０００ ０ ０ １，２８５，０１０，０００ １４０，８４８，８１２ ４６，９４９，６０４ １，１４４，１６１，１８８

計 １，２８５，０１０，０００ ０ ０ １，２８５，０１０，０００ １４０，８４８，８１２ ４６，９４９，６０４ １，１４４，１６１，１８８

建物 ８０８，５００ ２，４４６，５００ ０ ３，２５５，０００ ２３５，５５３ １４９，７８６ ３，０１９，４４７

構築物 ５，１９７，５００ １，８９０，０００ ０ ７，０８７，５００ １，１４１，８７５ ５３５，５００ ５，９４５，６２５

有形固定資産 工具器具備品 ８８，０４９，１２０ １５，２７３，３００ ６，０２４，１９３ ９７，２９８，２２７ ３６，７０４，１７３ １６，７９３，４０２ ６０，５９４，０５４ 注

図書 ２９０，９０１，２７８ ５，７６１，７８３ １３，３９２，５６２ ２８３，２７０，４９９ ２８３，２７０，４９９

計 ３８４，９５６，３９８ ２５，３７１，５８３ １９，４１６，７５５ ３９０，９１１，２２６ ３８，０８１，６０１ １７，４７８，６８８ ３５２，８２９，６２５

建物 １，２８５，８１８，５００ ２，４４６，５００ ０ １，２８８，２６５，０００ １４１，０８４，３６５ ４７，０９９，３９０ １，１４７，１８０，６３５

構築物 ５，１９７，５００ １，８９０，０００ ０ ７，０８７，５００ １，１４１，８７５ ５３５，５００ ５，９４５，６２５

有形固定資産
の合計 工具器具備品 ８８，０４９，１２０ １５，２７３，３００ ６，０２４，１９３ ９７，２９８，２２７ ３６，７０４，１７３ １６，７９３，４０２ ６０，５９４，０５４

図書 ２９０，９０１，２７８ ５，７６１，７８３ １３，３９２，５６２ ２８３，２７０，４９９ ２８３，２７０，４９９

計 １，６６９，９６６，３９８ ２５，３７１，５８３ １９，４１６，７５５ １，６７５，９２１，２２６ １７８，９３０，４１３ ６４，４２８，２９２ １，４９６，９９０，８１３

ソフトウェア １１，９５７，５５１ － － １１，９５７，５５１ ６，９１５，４１１ ２，４２７，８８２ ５，０４２，１４０

無形固定資産 電話加入権 １８，０００ － － １８，０００ １８，０００

計 １１，９７５，５５１ － － １１，９７５，５５１ ６，９１５，４１１ ２，４２７，８８２ ５，０６０，１４０

注）当期工具器具備品増加高の内訳

コニカミノルタ黄疸計 ５７７，５００円

ＣＯ２インキュベータ（教育用） ９２６，１００円

ＣＯ２インキュベータ（研究用） ９２６，１００円

赤外線サーモグラフィ ４，７１４，５００円

無散光眼底カメラ ３，０５５，５００円

視聴覚システム ３，５１７，５００円

フットルック ５９８，５００円

超音波骨密度測定装置 ９５７，６００円

計 １５，２７３，３００円

� たな卸資産の明細

【単位：円】

種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高 摘要
当期購入 その他 払出 その他

貯蔵品（灯油等） ３７６，８９７ ８，０６４，８８２ － ７，８６４，５２３ － ５７７，２５６

貯蔵品（郵券類等） １５８，３７０ １，０４２，６３０ － １，００３，４００ － １９７，６００

計 ５３５，２６７ ９，１０７，５１２ － ８，８６７，９２３ － ７７４，８５６

注）たな卸資産は費用計上方式により会計処理しております。

� 有価証券の明細

該当事項はありません。

� 長期貸付金の明細

該当事項はありません。
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� 長期借入金の明細

該当事項はありません。

� 引当金の明細

該当事項はありません。

� 資産除去債務の明細

該当事項はありません。

� 保証債務の明細

該当事項はありません。

� 資本金および資本剰余金の明細

【単位：円】

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資 本 金
地方公共団体出資金 １，２８５，０１０，０００ － － １，２８５，０１０，０００

計 １，２８５，０１０，０００ － － １，２８５，０１０，０００

資本剰余金

無償譲与 １８，０００ － － １８，０００

計 １８，０００ － － １８，０００

損益外減価償却累計額 △９３，８９９，２０８ △４６，９４９，６０４ － △１４０，８４８，８１２

差引計 △９３，８８１，２０８ △４６，９４９，６０４ － △１４０，８３０，８１２ 注

注） 特定償却資産の減価償却による増加

� 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

�－１ 積立金等の明細

【単位：円】

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

教育研究の質の向上並びに組織運営
及び施設整備の改善積立金 １７，４９２，４６４ ４５，８４１，３５７ １４，０００，０００ ４９，３３３，８２１ 注１

法第４０条第１項に基づく積立金 ０ ８０，１８６，０９１ ０ ８０，１８６，０９１ 注２

合計 １７，４９２，４６４ １２６，０２７，４４８ １４，０００，０００ １２９，５１９，９１２

（注１） 当期増加額は、平成２３年度の利益処分によるものです。また、当期減少額は、当該積立金の使途に沿った資産の取得及び費用の発

生によるものです。

（注２） 当期増加額は、平成２３年度の利益処分によるものです。

�－２ 目的積立金取崩しの明細

【単位：円】

区 分 金 額 摘 要

目的積立金取崩額

教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設
整備の改善積立金取崩額 １４，０００，０００ 教員研究費への充当

合 計 １４，０００，０００

� 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

�－１ 運営費交付金債務

【単位：円】

交付年度 期首残高 交 付 金
当期交付額

当期振替額

期末残高運営費交付金
収 益

資 産 見 返
運営費交付金

建設仮勘定
見返運営費
交 付 金

資本剰余金 小 計

平成２３年度 １５，０７５，６７８ － ４，９８４，０３１ － － － ４，９８４，０３１ １０，０９１，６４７

平成２４年度 － ６６５，２０６，６１２ ６３９，６３８，８７２ １６，３３０，６５６ － － ６５５，９６９，５２８ ９，２３７，０８４

計 １５，０７５，６７８ ６６５，２０６，６１２ ６４４，６２２，９０３ １６，３３０，６５６ － － ６６０，９５３，５５９ １９，３２８，７３１
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�－２ 運営費交付金収益

【単位：円】

区 分 平成２３年度交付分 平成２４年度交付分 合 計

期間進行基準 － ５０７，９７５，３４４ ５０７，９７５，３４４

費用進行基準 ４，９８４，０３１ １３１，６６３，５２８ １３６，６４７，５５９

計 ４，９８４，０３１ ６３９，６３８，８７２ ６４４，６２２，９０３

� 地方公共団体等からの財源措置の明細

�－１ 施設費の明細

該当事項はありません。

�－２ 補助金等の明細

【単位：円】

区 分 当期交付額
当期振替額

摘 要
資産見返補助金等 補助金収益 その他

平成２４年度公立大学法人愛媛県立医
療技術大学機能強化事業費補助金 ６，５６８，０００ ６，５６８，０００ ０ ０

地域支え合い体制づくり事業補助金 ３，２４０，０００ １，５９０，９１２ １，６４９，０８８ ０

計 ９，８０８，０００ ８，１５８，９１２ １，６４９，０８８ ０

� 役員及び教職員の給与の明細

【単位：円、人】

区 分
報酬又は給与 退職給付

支給額 支給人数 支給額 支給人数

常勤 ３２，１２７，０３３ ３．０ － －

役 員 非常勤 ４２０，０００ １．０ － －

計 ３２，５４７，０３３ ４．０ － －

常勤 ４９０，５５４，２９８ ７１．８ ４１，０４６，６１２ ２

教職員 非常勤 １１，８６９，０５５ ２２．７ － －

計 ５０２，４２３，３５３ ９４．５ ４１，０４６，６１２ ２

常勤 ５２２，６８１，３３１ ７４．８ ４１，０４６，６１２ ２

合 計 非常勤 １２，２８９，０５５ ２３．７ － －

計 ５３４，９７０，３８６ ９８．５ ４１，０４６，６１２ ２

注１）役員に対する報酬等の支給基準について

公立大学法人愛媛県立医療技術大学役員報酬規程、公立大学法人愛媛県立医療技術大学役員退職手当規程に基づき支給しています。

注２）教職員に対する報酬等の支給基準について

公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員給与規程、公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員の初任給、昇格、昇給等に関する細則、

公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員の給与の支給等に関する細則、職員の住居手当に関する細則、職員の通勤手当の支給等に関

する細則、職員の単身赴任手当に関する細則、職員の期末手当及び勤勉手当の支給等に関する細則、職員の特殊勤務手当の支給等に

関する細則、公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員退職手当規程、公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員の退職手当に関する細

則、公立大学法人愛媛県立医療技術大学有期雇用職員給与規程、非常勤講師の報酬額について（理事長決定）、日々雇用職員の賃金

日額について（事務局長決定）に基づき支給しております。

注３）役員および教職員の報酬または給与の支給人員数は、年間平均支給人員数を記載しています。

注４）支給額には法定福利費は含んでいません。

� 開示すべきセグメント情報

当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しています。
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� 業務費及び一般管理費の明細

【単位：円】

教育経費
消耗品費 ９，５６４，９７５
備品費 ４，２６６，９９０
印刷製本費 １，５３４，２６０
水道光熱費 １１，１９４，１５８
旅費交通費 ４，０６９，９４０
通信運搬費 １，４６７，０５６
賃借料 ８１６，４４４
保守費 ７，１２１，５２２
修繕費 １，１１４，８９０
報酬・委託・手数料 ７，１１７，５４４
奨学費 １，３３９，５００
減価償却費 ９，６９０，１９８
雑費 ２５１，８１２ ５９，５４９，２８９

研究経費
消耗品費 ９，９５６，４４５
備品費 ３，２６９，６７５
印刷製本費 ３２２，３５０
水道光熱費 ２，１８４，４３８
旅費交通費 ７，８１６，４２２
通信運搬費 ５０４，２００
保守費 １，３８９，７００
修繕費 ６５，５５０
諸会費 ６３５，１５０
報酬・委託・手数料 １，７６０，３２７
減価償却費 ２，３３３，９２４
雑費 １８４，９５８ ３０，４２３，１３９

教育研究支援経費
消耗品費 ２，４５９，２４６
備品費 ６７８，３２０
印刷製本費 １２０，７５０
水道光熱費 １，２６４，１０２
旅費交通費 ２４０，４６８
通信運搬費 ４，１００，６５４
賃借料 １１８，４４０
保守費 ８０４，１９９
諸会費 ７１，３００
報酬・委託・手数料 １５８，４９５
減価償却費 ２，８６８，７６４
図書費 １３，３９２，５６２ ２６，２７７，３００

役員人件費
報酬
報酬 ２３，６４０，８０４
通勤手当 １１７，６００ ２３，７５８，４０４
賞与 ８，７８８，６２９
法定福利費 ６，３１７，５２１ ３８，８６４，５５４

教員人件費
常勤教員給与
本俸 ２７２，８４２，１６５
超過勤務手当 ９３６，７８５
通勤手当 ４，３７７，６９６
その他の手当 ２３，８１１，６３６
賞与 ９４，８５１，２８９
退職給付費用 ４１，０４６，６１２
法定福利費 ９１，９６３，２２１ ５２９，８２９，４０４
非常勤教員給与
本俸 ７，１０４，０００ ７，１０４，０００ ５３６，９３３，４０４

職員人件費
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常勤職員給与
本俸 ６０，８９１，９９９
超過勤務手当 ７，０７４，４３２
通勤手当 １，１５８，４２０
その他の手当 ４，０４８，２５６
賞与 ２０，５６１，６２０
法定福利費 １２，６１５，０４２ １０６，３４９，７６９
非常勤職員給与
本俸 ４，６６９，８３３
超過勤務手当 ９５，２２２
法定福利費 ３９，４６７ ４，８０４，５２２ １１１，１５４，２９１

一般管理費
消耗品費 ５，７４６，６１７
印刷製本費 ２，２１７，０７５
水道光熱費 ７，９７０，８９７
旅費交通費 ２，７８４，８６３
通信運搬費 ９８８，２０９
賃借料 １，３７０，５４４
福利厚生費 ８２２，１１６
保守費 ８，２７４，７１５
修繕費 ７，８１３，９６２
損害保険料 ２，０２８，７４０
広告宣伝費 ６４７，８５０
諸会費 １，００２，４００
報酬・委託・手数料 １８，７９５，８１２
減価償却費 ５，０１３，６８４
雑費 ３３５，７３０ ６５，８１３，２１４

� 寄附金の明細

【単位：円、件】

区 分 当期受入額 件 数 摘 要

奨学寄附金 ５，３７５，０００ ４

現物寄附（図書） ８４９，２５６ ２０

合 計 ６，２２４，２５６ ２４

� 受託研究の明細

該当事項はありません。

� 共同研究の明細

【単位：円】

区 分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 その他 期末残高

共同研究 １，９２８，２４０ ０ ０ ０ １，９２８，２４０

合 計 １，９２８，２４０ ０ ０ ０ １，９２８，２４０

� 受託事業等の明細

該当事項はありません。

� 科学研究費補助金の明細

【単位：円、件】

種 目 当期受入 件 数 摘 要

日本学術振興会
基盤研究（Ｂ）

（１，８００，０００）
５４０，０００ １

日本学術振興会
基盤研究（Ｃ）

（４，８００，０００）
１，４４０，０００ ５

日本学術振興会
挑戦的萌芽研究

（２，６００，０００）
７８０，０００ ２

日本学術振興会
若手研究（Ｂ）

（３，３００，０００）
９９０，０００ ３
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日本学術振興会
研究活動スタート支援

（１，８００，０００）
５４０，０００ ２

日本学術振興会
基盤研究Ｂ（分担）

（２５０，０００）
７５，０００ ２

日本学術振興会
基盤研究Ｃ（分担）

（２５０，０００）
７５，０００ ３

合 計 （１４，８００，０００）
４，４４０，０００ １８

（注）上段（ ）内に直接経費相当額を、下段に間接経費相当額を記載しています。

� 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

現金及び預金の明細

【単位：円】

区 分 期末残高 備 考

現金 １５０，６４５

普通預金 ２２９，９６３，１７２

定期預金 ４５，０００，０００

計 ２７５，１１３，８１７

資産見返物品受贈額の明細

【単位：円】

区 分 期末残高 備 考

工具器具備品 ３９０，５９３

図書 ２６６，９４４，７６７

ソフトウエア ４，１８２，９２５

計 ２７１，５１８，２８５

未払金の明細

【単位：円】

区 分 期末残高 備 考

固定資産未払金 ５，４６２，９２６

その他未払金（人件費） ４８，２４２，５５３

その他未払金（物件費） １２，１８６，１９３

計 ６５，８９１，６７２
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